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「携帯電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係る制度等の在り方j答申(案)

に関し、別紙のとおり意見を提出します。



(別紙)

このたびはJ携帯電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係る制度等の在り方答申(案)J (以下「本答申案J)について、意見を申
し述べる機会を頂き、誠にありがとうございます。弊社意見を以下の通り申し述べます。

{総論}

携帯電話サービスにおいては、スマートフォンやデータ通信サーヒ守スの普及等によりサーピ、スの多様化が進み、純増の傾向にあります。また、全

携帯電話事業者において、LTEサービスの開始を予定しており、通信の高速化・大容量化が進み、タブレットに代表される無線デ、パイスや法人利用

のスマートフォンなどの新たな市場・需要が拡大することで、ネットワークレイヤーだ、けで、はなく上位レイヤーや下位レイヤーのブ。レイヤーを巻き込ん

だ多様なサービスが出現することが予想されます。従って、今後も携帯電話市場の純増傾向は続くことを前提として、総務省殿の政策において事業

者が必要な電気通信番号を適時・適切に利用出来る環境を整備し、電気通信事業者の電気通信役務の丹滑な提供を確保するために電気通信番

号の枯渇の問題が生じないようにすべきと考えます。

番号枯鴻対策止しては、事業者による自主的な取組みとして、申請番号数を削減することや、番号指定方法の見直しにより申請番号数を削減す

ることも考えられますが、携帯電話市場が純増傾向にある中では、番号申請の回数が年1回から年2回になるとし1うように申請回数が増えるだけとな

り、事業者負担が増大し円滑な電気通信役務の提供に支轄をきたす恐れすらあります。そのため、このような対策は、番号枯渇の問題に対する抜

本的な解決とはならないため、速やかに新たな番号帯を指定対象とすることが最も有効的な解決策になると考えます。したがって、新たに指定対象

とする番号帯については、携帯電話への速やか立つ十分な番号帯域を確保頂くことを要望します。

なお、本答申案では新しい番号帯として070番号が挙げられ、指定するための条件として記載された、選択中継サービス、着信課金サービス、統

一電話サービス、プリベイドサービス等に関する事業者としてのNW上におけるPHSと携帯電話との識別性の開題や、利用者としてのPHSと携帯電

話の識別性の問題は、携帯電話事業者やPHS事業者だけで解決できるものではなく、固定電話事業者も含めた対応が必要になると考えられます。

よって、総務省殿の政策において、電気通信番号の枯渇の問題が生じないように、関係事業者間の調整状況もふまえつつ、迅速に新たな篭気

通信番号を指定できるための方策・道筋を示していただくことが必要と考えます。
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はじめに

第1章

章

携帯電話の電話番号の将来需要について

第2章

M2Mサービスへの専用番号の割当てについて

具体的内容

関早期対応の要請

「必要な番手矛容量'華λ熔J坊を手J留に決定J(本答申案6頁)する考え方に賛同します。

スマートフォンやデータ通信サーピ、スの普及等によりサーヒやスの多様化が進み、携帯

電話サーピ、スについては、純増傾向にあります。その上、各社でLTEサービスの開始を

予定しているため、携帯電話の通信速度が向上し、タブレットに代表される無線デ、パイス

や法人利用のスマートフォンなどの新たな市場・需要が拡大することで、さらに需要が増

加しうる要素があります。これにより、予想している番号枯渇時期よりも早期に枯渇が生じ

るおそれもあります。

そのため、指定対象となる番号数の拡大について、早期に対応することが必要と考え

ます。

関M2Mサービス需要予測

1現時点においては、携帯電話を利用した/vJ2A1'サービスは、携帯電話の電話番号をそ

のまま用いており、需要の急激な需要は見込まれていない氏キ築専業11頁1ヒの考えち

が示されていますが、 LTEサービスの開始による携帯電話の通信速度の向上により、新

たな需要・サービスが創出されることが予測される要因が存在するため、引き続き市場の

動向を注視することが必要と考えます。

第3章 I (1)携帯電話の電話番号の|盤解約率の見宜し

携帯電話の電話番号の j指定方法の変吏について | 番号指定方法においては、既に指定を受けている番号数が考底されます。当社は、後

指定方法の変東等につ I I発の新興事業者であることから、既存の携帯電話事業者と比較して、顧客基盤において

いて I I大きな格差を有するため、解約率の見直しの結果として、 l度に指定をうける番号数が少

なくなり、複数囲の番号展開工事が必要となります。これにより、当社は他の事業者よりも

多くの工事工程・費用が生じることとなります。
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その状況で、解約率の見直しという指定番号数を減らす施策において、当社のような

新興事業者を形式的に間様に扱う場合、実際に生じる不利益は{也事業者よりも大きいも

のとなります。

そのため、指定する番号数を減らす施策においては、事業者の性質による実質的な影

響度合いの違いを考慮すべきものと考えます。

また、携帯電話市場は、純増傾向という状況にあり、解約率の見龍しとし、う1度の申請

における指定番号数を減らす施策については、これまでよりも番号申請を行う頻度が多く

なるだけであり、番号枯渇に対する抜本的な解決とはなりません。むしろ事業者の負担と

しては、かえって増大し円滑な電気通信役務の提供に支障をきたす恐れすらあります。

そのため、新たな番号帯を早期に開放する施策を優先的に推進することが重要と考え

ます。

(2) 090-0番号の携帯電 瞳090-0番号開放と番号指定方法の見直し

話への開放について 1携帯電話の番号数の拡大策としては、 090-0番号の開放よりも指定方法の変更を優

jをすべさであ.00 J (本答申案14頁)との考え方が恭されていますが、携帯電話の番号枯

渇対策として070番号が本答申案で示されている事を踏まえれば、番号数指定方法を見

在すことは必ずしも必要で、はないと考えます。仮に070番号の指定が、枯渇が予想される

平成26年初頭までに指定できない状況が発生した場合には、携帯電話市場が純増傾向

である点を踏まえれば事業者への番号の指定数を抑制する方法より090-0を指定する

選択肢のほうが、円滑な電気通信役務の提供につながると考えます。

第4章 (1)新たな携帯電話の電話 瞳ネットワークへの影響

携帯電話の電話番号数 番号としてのOAO番号の開 1事業者ネットワークや電話端末に与える影響としては、携帯電話の電話番号として新

の拡大策としての070 放について たにに020、030、040、050、060のいずれのOAO番号を開放したとしても、選択中継

番号の開放について サービスや着信課金サービスなど、これまで携帯電話を090及び080番号として識別し

てきた交換機に改疹が必要となる等のネットワークへの影響が生じる仏キ港専案国買光

いう点を070番号以外のOAO番号の開放を劣位に龍く理由として挙げているようにも読め

ますが、ネットワークへの影響が生じる点については、 070番号を指定した場合も同様で
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あるため、 070番号を優先させる理由として妥当性がないものと考えます。そのため、そ

の点を考躍した記載とすることを要望します。

主土、 rv )ずれのOAO番号を開放したとしても、ネットワーク改修に伴う負担に大きな差
j式全ι企い6のと考乏られQJ(本答申案19貰)との考え方については、 070番号を指定し
た場合、固定系事業者からはPHSと携帯電話を交換機で識別する必要があるとし1った

指摘もあり、他のOAO番号と比較して070番号国有に生じるネットワークの改修の問題も

あります。

よって、 070番号の指定において他のOAO番号と比較してネットワーク改修に伴う負担

に大きな差は生じないとしづ記載ではなく、想定される影響は網羅的に記載した上で、 07

0番号を指定した理由を明確化しておくことが適切と考えます。

(2) 070番号の開放に伴う i 盟070番号の識別性

事業者対応札ついて I r携帯電話のサービスの中心が、スマートフォンの普及等により、高速・大容量のデー
タ通信サービスへと変わりつつあり、 PHSは、高音質な音声サービスを低料金で提供す

るサービスを中心としているものの、 PHSもデータ通信サービスを提供しており、利用者

から見て、基本的なサービスに特段の違いは認められない。このため、両サービスを070

番号で、共用することによって、利用者利便への十分な配慮は必要となるものの、携帯電

話とPHSの識別性が問題となる可能性は少ないと考えられる。 J(~港埠案22頁〕ヒ:èblj 主:"9

が、 PHSにおいては、 SMS相互接続を行っていない点や070番号への発信に選択中

継サーどスが対応していなし1点等、識別性が問題となる場面が少ないとは考えられませ

ん。これらの問題を解決することは、利用者保護の観点、からも重要な課題となりますの

で、総務省殿において注視していただくことを要望します。

また、 070番号の携帯電話への指定は、 070-C桁でPHSと携帯電話を識別している

圏定電話事業者の対応などが必要となり、携帯電話事業者やPHS事業者だけで解決で

きるものではないため、総務省殿の政策において関係事業者間の調整状況もふまえつ

つ、平成26年度初頭を待たずに早期に対応できる環境を整えることができるよう、具体

的な方策・道筋が示されるべきと考えます。
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(3) 070番号の開放に伴う 盟電話番号による識別

利用者保護について 携帯電話かPHSかについて篭話番号による識別が必要と考えている利用者も大半の

利用者が070-Cで識別できればよいとの考え方が記されていますが、携帯電話とPHSと

の間の番号ポータビリティを実施した場合、 070-Cでの識別ができなくなり、利用者ニー

ズに反する点にも住視が必要と考えます。

(4) 070番号の開放の開始 閤070番号開放にあたっての環境整備

時期について 1遅くとも平成26年初頭までには070番号の共用が開始できるよう関係事業者間によ

る準備や調整等を進めることが適当である。礼拝塔布実践頁〕ヒの考矢先七三示されてい主

すが、利用者保護の観点からも多くの対処すべき課題があり、この解決にあたっては、多

くの事業者の対応が必要となるため、 070番号を指定するにあたって必要となる条件で、

あるこれらの課題について、平成26年度初頭を待たずに早期に対応できる環境を整える

ことができるよう、具体的な方策・道筋が示されるべきと考えます。

第S章 (1)携帯電話とPHS間の番 重量通話定額サービス

携帯電話とPHS聞の番 号ポータビリティの導入につ iPHSが特徴とする通話相手を間わない定額通話サービスの利用が増加すれば、携

号ポータビリティの導入 いて 帯電話にも広がるなど、番号ポータビリティを利用しない利用者への間接的な便益が生

について C-3司7活性かめ-30 Jとありますが、この指摘はPHSの特徴ではなくサービス提供会社の料

金戦略であること、かっ当社においても同等のサービスは提供しており定額通話サーピ

スがPHSの特徴とまではいえないと考えます。また携帯電話各社からは多様な音声メニ

ューが提供されており、 PHSとの番号ポータビリティがなくとも移動体通信市場において

は十分な競争が行われる環境にあり、既存のPHS事業者1社が番号ポータビリティに対

応することが、料金競争につながるとしづ指摘は必ずしもあたらなし吃考えます。

関災害

1災害時等において音声サーどスが繋がりゃすいことを理由に、災害時等においてコミ

ュニケーションの重要性から、 PHSへの移転を希望する者にとってPHSを選択しやすい

環多言点、6たらと~ft-3 ζ'::ijx-3o Jとありますが、 PHSが技術的な側面で、携帯電話より災害
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時のサービスの可用性が高いことを判断することは出来ないと考えます。また、携帯竜話

サービスにおいては、法令により停電時の対策として基地局に予備電源を設けることが要

求されていますが、 PHSサービスには該当がなく、むしろ携帯電話の方が、災害耐性が

あることが法令上で確保されているともいえると考えます。

(2)携帯電話とPHS関の番

号ポータピリティ導入に伴う

事業者対応について

(3)携帯電話とPHS間の番

号ポータどりティ導入に伴う

未Ij舟者保護について

(4)携帯電話とPHS開の番 関PHSとの番号ポータビリティの実施事業者

号ポータビリティの導入によ 携帯電話とPHSとのサーピ、ス差分の解消については、多くの課題が存在しますが、関係

る公正競争の確保について 事業者間の協議を通じて、利用者の利便性を確保しつつ課題が解決できることを前提に

した場合であれば、携帯電話とPHS間の番号ポータビリティの導入については、全社一

斉とすることが公正競争の確保に資するものと考えます。

(5)携帯電話とPHS間の番 醸PHSとの番号ポータビリティの導入時期

号ポータピリティの導入時期 1携帯電話の電話番号の不足に備えて行う070開放と利用者利便の向上等の観点か

について ら行う番号ポータビリティの導入は、事業者によるネットワーク改修の点において重援すと

点も多いものの、利用者保護に係る屑知や識別の仕組みの導入等、確認すべき点も別

途あることから、電話番号の不足を解消するために早期に実施すべき070番号の導入時

期とは、必ずしも同時に行うべきとする必要性はないと考えられる氏キ塔専美前京1ヒいち
点については、携帯電話の番号枯渇対応としての携帯電話への070番号の指定と、 PH

Sと利用者利便の向上と競争環境の進展を見込んだPHSと携帯電話とのMNPは全く目

的が異なる政策であるため、 070の番号指定とPHSと携帯電話とのMNPを必ずしも問

時に行う必要性はないとする答申案の考え方に賛同します。

また、 PHSとのMNPが実現する場合には、 070-C桁での識別も不能となり、 PHSと
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第6章電気通信番号の指定要件の在り方について

おわりに

携帯電話との識別性は完全になくなるため、本答申案にあるように携帯電話とP臼Sとのサ

ービスの間には選択中継サービスの対応状況、 SMS相互接続の対応状況等、サービス

差分が存在することから、これらのサービス差分解消をPHSとのMNP実施の条件とした

答申案の考え方は適切であり、利用者保護に資するものと考えます。

そのTこわ、導入時識のも送ヒして記議されている1平成26年度内の導入を自指し、必

要な事業者ネットワーク等の改修や調整に取り組むことが適当で、ある。 J(:キ港専業弘主主1
という点については、現時点、で、は今後関係事業者間の調整状況もふまえつつあくまで、も

政策としての目途とすべきであり、利用者保護の観点から、導入時期よりもサービス差分

の解消という条件をみたすことを重視すべきものと考えます。

関指定要件の緩和

以下の珪色七、b、1ーの事業者の網を介した間接接続による電話番号の指定を可能と

す'-0ごとか遊説であ-00 J (本答申案53真)との答申案の考え方は適切であり賛同します。

間接接続で、あっても十分な通信品賓の確保を図ることが可能で、あり、制度的にも、技

術基準適合自己確認において、通信役務の品質の適正性等が要求されており、中継す

る事業者において技術基準適合自己確認等の総務省殿が定める規律を遵守していれ

ば、品質劣化や遅延等の技術的な問題は一切生じえず番号の指定要件に物理的な接

続形態を指定する必要性はもはや存在しなしものと考えます。

むしろ、間接接続を認めることにより、一般的に地域的にサービスを提供している事業

者や立ち上がり期の事業者にとっては、サーピス展開を早期に実現できることや、ネットワ

ークの接続に係るコストの低減化が利用者料金の低廉化などにつながるとしづメジットがあ

ると考えます。

以上
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